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近年，少子高齢化が進み，石川県の奥能登地域などの地方部でも，若者の地方離れなどにより人口の高

齢化が深刻になっている．石川県では高齢化により，年々救急出動件数が増えており，救急医療体制の高

度化が求められている．特に救急搬送に時間のかかる地方部では，プレホスピタルケアの充実を図る必要

がある．その解決策として効果的であるのがドクターヘリであり，医師を現場に運ぶことで，より早く患

者の初期治療を行うことができる．2015年富山県にもドクターヘリが導入され，未導入は石川県を含む残

り4都県のみとなった．そこで，石川県に導入すると仮定した場合の導入効果を，国保データベースや救

急医療データを用い救命率を求め，ライプニッツ式により導入効果を分析する． 

 

     Key Words :  medical helicopter, analysis of effect, Leibniz formula,  

 

 

1. 研究の背景 

 

近年，高齢人口の増加が進み，石川県の奥能登地域な

どの地方部などでも問題となっている．さらに，高齢化

に伴い救急車を必要とするような重篤疾患発症率も高く

なるため，奥能登地域などの地方部では救急医療体制の

強化が求められている．救急医療体制の強化といっても，

医師・医療スタッフの絶対数不足や救急医療情報システ

ムのリアルタイム更新の不備，高度救急医療機関の地域

的偏在等といった様々な課題があるが，石川県において

も三次救急医療機関は施設数が少ないうえに，立地場所

も金沢市内に3施設，能登に1施設と集中しており，郊外

地域からの搬送にはかなりの時間を要しているというの

が現状である． 

また最近では，地方での救急要請には，ドクターヘリ

対応するという動きもみられており，日本で初めてドク

ターヘリが導入された2001年当初から比べ，今やドクタ

ーヘリ未導入県は石川，東京，福井，香川の4都県とな

った．2015年には富山県が北陸で初めてドクターヘリ制

度を導入する．ドクターヘリは医師を救急現場に運ぶこ

とで初期治療開始時刻を早め，重篤患者の救命率を上げ

ることを目的としている．特に奥能登地域や加賀南部地

域など三次救急医療施設から離れた地域において，医師

を派遣し早急に治療が行えるドクターヘリは非常に効果

的であると言える．そこで，石川県にドクターヘリ制度

を導入すると仮定し，救急医療データを用いて救急患者

の救命率向上にどれだけ効果を与えるのか検討を行うこ

とは十分意義のあることだといえる． 

 

2. 研究の目的 

 

本研究では，石川全県を対象として石川県立中央病院

にドクターヘリを導入した場合の，得られる効果とそれ

にかかる費用を算出し考察する． 

最近では富山県が富山県立中央病院を基地病院として，

2015年8月のドクターヘリ運用開始を目指し，準備を進

めている．富山県は，ドクターヘリを導入している岐阜

県と連携し，拠点病院から遠い地域をお互いのヘリでカ

バーするというドクターヘリの共同運航を検討している． 

ドクターヘリ制度をすでに導入している富山県との連携
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も想定することにより，ドクターヘリ導入効果を示した

い． 

 また，国保データベースや東京医科大学病院・埼玉以

下大学病院の救急データを用いて，治療開始時間の変動

による救命率曲線や疾患ごとの年齢別発症率を算出する．

そこからドクターヘリによる初期治療開始時刻の短縮よ

り増加救命人数を求め，その逸失利益を求める．本研究

により石川県の三次救急医療の充実，ドクターヘリ導入

の足がかりになりうる基礎研究としたいと考えている．  

 

 

3. 既存研究の整理と本研究の位置づけ  

 

藤本らの研究1)では，覚知から医療施設までの収容所

要時間と救命率の関係から，救急医療施設へのアクセス

性向上の便益を算出している．１）では，長崎救急医療

協議会が運営する救急事務引継書約４万件のデータをも

とに，6疾患（脳内出血，くも膜下出血，急性心筋梗塞，

急性心不全，肺炎，CPA）ごとの覚知から医療施設まで

の収容所要時間と救命率の関係の分析を行っている．こ

れによって得られた救命曲線から当該地域における現道

拡幅計画による収容所要時間短縮を救命人数の増加とし

て便益の算出を試みている． 

小池らの研究2)では，近年，ドクターヘリコプターに

おいて，離着陸出来る場所について改めて整理するとと

もに，夜間離着陸できる場外離着陸場について評価指標

を設定し， 愛知県を対象に現地調査等を行い，今後の

夜間場外離着陸場のあり方について提案を行っている． 

救急搬送活動に関する研究は比較的多く行われており，

それぞれ研究内容も進んだものとなっている．しかし，

ドクターヘリを取り扱う研究，救急データを用いての石

川県における導入検討，効果分析を行っている研究は少

ない． 

今後，石川県立中央病院が2016年または2017年完成を

目標に建て替えられ，その際にドクターヘリ導入の可能

性がある．石川県立中央病院は現在地に移転してから30

年以上が経過し老朽化が進行しているため，2010年石川

県議会で，2010年度に中央病院の建替え事業に着手する

と表明された．また石川県の三次救急医療機関は，ほと

んどが石川中央に位置し，能登北部や南加賀には三次救

急医療機関を擁していない．奥能登地域や加賀南部の多

くは石川県内の最寄りの三次救急医療機関まで60分以上

を要する位置にある． 

図-1はドクターヘリの出動準備時間を5分，飛行速度

を200km/時として，石川県立中央病院と富山県立中央病

院からのドクターヘリ到達時間を計算したものである．

図-1より，奥能登など一部の地域は富山県と協力しても

らうことで，能登半島を30分以内でカバーでき，初期治

療開始時刻が早くなる可能性がある． 

これを機に，緊急出動要請の地域間格差の解消と三次

救急活動の充実を可能にするドクターヘリの，石川県に

おける導入効果を，実際の救急データを用いて分析する

本研究は十分意義のあるものと考えられる． 

 

 

 

図-1 石川県立中央病院と富山県立中央病院からのドクターヘ

リ到達時間 

 

 

4. 初期治療開始時刻に関する検討 

 

(1) 救急要請地区の設定 

本研究では対象地域である石川全県を金沢市30，七尾

市27，小松市25，輪島市16，珠洲市10，加賀20市，羽咋

市10，かほく市3，白山市28，能美市3，川北町1，野々

市市4，津幡町7，内灘町18，志賀町16，宝達志水町8，

中能登町3，穴水町4，能登町16の249地区に分けて，そ

れらの地区から救急要請があると仮定する．これは，平

成22年国勢調査の地区割り（国勢統計区）を参考にした． 

 

(2) 初期治療開始時刻の算定方法 

ドクターヘリ導入なしの場合，重篤患者が発生すると

救急車が現場に向かい，基本的には現場から直近の三次

救急医療機関へ搬送したのちに，医師による初期治療が

施されることになる．ドクターヘリを導入した場合には，

要請されてから石川県立中央病院を出発して救急現場に

向かい，救急現場を出発してドッキングポイントへ向か

う救急車と出会う所でドッキングし，初期治療を行うこ

ととなる．本研究では，石川県立中央病院に到着してか

ら行う初期治療の効果と，ドクターヘリがドッキングし

て行う初期治療の効果を同等の効果であると仮定して，

通常の三次救急医療機関への搬送所要時間とドッキング

までの所要時間を初期治療開始時刻とし，その差を短縮

した時間として算定する． 

救急車での搬送所要時間は，救急要請後最寄りの消防

10分 

15分 

20分 

25分 
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署から救急車が出動するまでの出動準備時間，消防署か

ら現場までのかけつけ時間，現場滞在時間，現場から直

近の三次救急病院までの搬送時間を考慮した．ここでは

全て出動準備時間2分，現場滞在時間10分と想定してい

る．救急車の走行速度は基本的に一般道40km/時，主要

道60km/時，高速道80km/時，としているが，奥能登地域

（輪島市，珠洲市，穴水町，能登町）は交通量が少ない

ため一般道60km/時，主要道70km/時，高速道90km/時，

としている．また，患者ピックアップ後は速く走れない

ため一律，一般道40km/時，主要道60km/時，高速道

80km/時とした．ドクターヘリ出動準備時間は5分，ドク

ターヘリの飛行平均速度は200km/時とした． 

また，石川県におけるヘリコプターの場外離着陸場と，

その候補地を図-2に示した．ヘリコプターは，飛行場以

外の場所において離着陸を行ってはならないと規定され

ているが，国土交通大臣の許可があれば，条件を満たし

た場所について離着陸を行うことができる．しかし，消

防の依頼によって，自衛隊や消防防災ヘリ，ドクターヘ

リも同様に国土交通大臣の許可を得ずして，いかなる離

発着が可能な場所であっても離着陸が可能となっている．

そこで，石川県が消防防災ヘリコプター「はくさん」用

に設定された場外離着陸場とヘリが離着陸可能であるよ

うな都市公園，避難所を示した．  

今回，ドッキングまでの所要時間を検討するにあたり，

ドクターヘリが要請されることが多いとされる，119番

通報で症状を把握した時点（覚知要請）と，救急車が救

急要請があった現場に到着し，患者の容態を確認した時

点の2つのタイミングで初期治療開始時刻を算出した．

両者とも要請された時点で一番時間のロスが少ない離着

陸場を選択した． 

 

 

 

図-2 石川県の場外離着陸場候補地  

5. 救命率の向上の算定 

 

本研究では，富山県南砺市の国保データベース

（KDB）をもとに，効果の計測に影響が大きいと見込

まれる脳内出血，虚血性心疾患，脳内出血，肺炎の4疾

患を対象として発症率を求める．データは平成24年6月

から27年2月までの医療費30万円以上利用した患者のデ

ータを用いることとする．  

 

 

 

図-3 くも膜下出血の発症率 

 

 

 

 

図4 虚血性心疾患の発症率 
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図5 脳内出血の発症率 

 

 

 

 

図6 肺炎の発症率 

 

上記の発症率をもとに，石川県における年間の患者発

生人数を求める．重篤な疾患で救急搬送された際の患者

の安否は初期治療の開始時刻に大きく左右される．東京

医科大学病院と埼玉医科大学病院の救急データをもとに，

初期治療開始時刻と患者の救命率の関係をグラフ化し，

救命率曲線を求める．ドクターヘリを導入した際に期待

される初期治療開始時刻の時間短縮に関して，救命率が

どれほど向上するのかを算定する．  

 

 

6. 増加救命人数の算定 

 

求めた救命率と発症者数をかけ，救急車とドクターヘ

リによる救命人数を算出する．このとき，ドクターヘリ

は夜間飛行できないため，朝8時半から17時半まではド

クターヘリによる搬送，17時半から翌朝8時半までは救

急車による搬送として，時間帯別搬送人員を考慮し，時

間帯別の発症率と発生人数を求める． 

最終的に救急車による年間の救命人数と，ドクターヘ

リを導入した際の年間の救命人数の差をとることで年間

の増加救命人数を求める．  

 

 

7. ライプニッツ式と導入効果 

 

ここでは，救命人数の向上の算出結果を利用し，ドク

ターヘリの導入効果の算定を行う．本研究では，ドクタ

ーヘリ導入による救命1人当りが生み出す利益を死亡1人

当りの逸失利益として算出する．逸失利益の算定には，

交通事故の裁判などで用いられているライプニッツ式計

算法3)を用いる．逸失利益を現時点の価値で算定する場

合には ，その利益が生ずる時までの利息を控除しなけ

ればならず，本研究で用いたライプニッツ式では複利で

の計算を行っている．下記の式にライプニッツ式を示す． 

ライプニッツ係数　

１－生活費控除　

年収　

損害の現在価値　

:s

)(:

:

:

q

A

T

AqsT 

   (1a) 

本研究では，症状別の増加救命人数と年齢別の発症率

をもとに，年齢別の増加救命人数を求め，年齢ごとの就

労可能年数に対応したライプニッツ係数を用いている．

ここでは0歳から100歳以上まで10歳ごとの階級に分け，

発症者の平均年齢を5，15，25，35，45，55，65，75，

85，95，100歳で計算している．  

 また，1人当りの平均年間所得は，国税庁の平成24年

民間給与実態統計調査4)から年齢階層別の平均給与を使

用している．ドクターヘリ導入による救命率向上の利益

の算定結果から，ドクターヘリの年間維持費用を差し引

くと，石川県におけるドクターヘリの導入効果が求ま

る．ドクターヘリの年間維持費用は，ヘリ変動費 ，医

師等人件費 ，運航調節費 ，ヘリ固定費等を含め，年間2

億1000万円5)と言われている． 

これらを踏まえ，本研究での富山県との連携を想定し

た，石川県におけるドクターヘリの導入効果を求めてい

く． 

 

 

8. 今後の課題 

 

 現段階ではKDBを用いて年間の疾患発症率を求め

て，救急搬送データから救命曲線を求めるまでには至っ

ていない．今後は救命率曲線の作成と，それによる増加

救命人数から導入効果を求める．ドクターヘリ複数要請

時の富山県との連携も想定していくことで，より精度の

高い効果分析を行なっていきたい． 

また，現在石川県はドクターヘリ導入に向けて，金大

に医師の派遣を要請しているが，救急医は激務で志願者

がいないため救急医が確保できず，ドクターヘリ導入の

めどが立っていない．実際に，石川県立中央病院を基地

病院としてドクターヘリを導入するには，通常 5人の救

急医を 2人増やさなければならない．また，公立能登総

合病院を基地病院とするならば，3人以上必要となりハ

ードルが高くなる．2015年 6月にはドクターヘリ導入

をテーマとする会合が開かれ，県側が救急医の確保策を

検討する考えを伝えたが，それ以降会合は開かれていな

い．6）先行の富山県に医師を派遣しフライトドクターを

育成するなどして，人員不足問題を解決しなければなら
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ない． 
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